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一般財団法人 地域活性化センター 



当年度 前年度 増減

Ⅰ　資産の部

１．流動資産

現金預金 145,204,342 － －

未収収益 6,615,822 － －

有価証券 29,160,494 － －

前払金 6,022,582 － －

未収金 45,782,600 － －

流動資産合計 232,785,840 － －

２．固定資産

　（１）基本財産

　基本財産引当資産 2,745,780,000 － －

基本財産合計 2,745,780,000 － －

　（２）特定資産

　退職給付引当資産 49,368,442 － －

　事業調整引当資産 614,099,000 － －

　研修交流基金 602,150,000 － －

特定資産合計 1,265,617,442 － －

　（３）その他固定資産

　建物附属設備 1,749,352 － －

　什器備品 10,943,436 － －

　電話加入権 20,000 － －

　敷　　金 52,939,347 － －

　投資有価証券 35,376,895 － －

その他固定資産合計 101,029,030 － －

固定資産合計 4,112,426,472 － －

資産合計 4,345,212,312 － －

Ⅱ　負債の部

１．流動負債

未払金 170,374,158 － －

前受金 244,800 － －

預り金 1,070,473 － －

流動負債合計 171,689,431 － －

２．固定負債

長期未払金 3,806,523 － －

退職給付引当金 49,368,442 － －

固定負債合計 53,174,965 － －

負債合計 224,864,396 － －

科　　　　目

貸　借　対　照　表

平成２６年３月３１日現在

（単位：円）
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当年度 前年度 増減

Ⅲ　正味財産の部

１．指定正味財産

出捐金 2,450,770,000 － －

研修交流基金 602,150,000 － －

指定正味財産合計 3,052,920,000 － －

(うち基本財産への充当額) （2,450,770,000） － －

(うち特定資産への充当額) （602,150,000） － －

２．一般正味財産 1,067,427,916 － －

(うち基本財産への充当額) （295,010,000） － －

(うち特定資産への充当額) （614,099,000） － －

正味財産合計 4,120,347,916 － －

負債及び正味財産合計 4,345,212,312 － －

こととした。

（単位：円）

科　　　　目

（注）一般財団法人への移行に伴い、当事業年度から「公益法人会計基準」（平成２０年４月１１日　平成２１年

確保できないことから、「公益法人会計基準の運用指針」（平成２０年４月１１日　平成２１年１０月１６日改正

内閣府公益認定等委員会）の経過措置に関する附則１により、前事業年度の数値については記載しない

１０月１６日改正　内閣府公益認定等委員会）を適用したことにより、前事業年度からの数値の連続性が
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当年度 前年度 増減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

　（１）経常収益

①基本財産運用益 26,821,298 － －

　　基本財産受取利息 26,821,298 － －

②特定資産運用益 6,975,685 － －

　　特定資産受取利息 6,975,685 － －

③受取会費 235,870,000 － －

　　会員受取会費 235,870,000 － －

④受取助成金等 537,420,743 － －

　　日本宝くじ協会助成金 32,880,743 － －

　　全国市町村振興協会助成金 459,000,000 － －

　　地域社会振興財団助成金 45,540,000 － －

⑤受取負担金 13,186,136 － －

　　研修会等負担金 862,000 － －

　　協議会負担金 12,324,136 － －

⑥雑収益 1,030,324 － －

　　受取利息 20,004 － －

　　雑収益 1,010,320 － －

経常収益計 821,304,186 － －

　（２）経常費用

①事業費 833,808,838 － －

　　人件費 139,061,870 － －

　　会議費 4,072,460 － －

　　旅費交通費 21,252,489 － －

　　事務所賃借料 63,035,901 － －

　　支払助成金 449,676,048 － －

　　地域活性化事業関連費 149,516,326 － －

　　租税公課 7,193,744 － －

②管理費 40,303,011 － －

　　人件費 21,830,428 － －

　　会議費 1,357,953 － －

　　旅費交通費 2,476,574 － －

　　事務所賃借料 3,317,679 － －

　　事務費 10,848,124 － －

　　租税公課 472,253 － －

経常費用計 874,111,849 － －

　評価損益等調整前当期経常増減額 △ 52,807,663 － －

 投資有価証券評価損益等 468,000 － －

　　投資有価証券評価損益等 468,000 － －

　評価損益等計 468,000 － －

　　当期経常増減額 △ 52,339,663 － －

科　　　　目

正 味 財 産 増 減 計 算 書

平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日まで
（単位：円）
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当年度 前年度 増減

２．経常外増減の部

　（１）経常外費用

①固定資産除却損 422,958 － －

　　什器備品除却損 422,958 － －

②減損損失 708,000 － －

　　電話加入権減損損失 708,000 － －

経常外費用計 1,130,958 － －

　　当期経常外増減額 △ 1,130,958 － －

　　当期一般正味財産増減額 △ 53,470,621 － －

　　一般正味財産期首残高 1,120,898,537 － －

  　一般正味財産期末残高 1,067,427,916 － －

Ⅱ　指定正味財産増減の部

①基本財産運用益 23,939,585 － －

　　基本財産受取利息 23,939,585 － －

②特定資産運用益 4,446,623 － －

　　特定資産受取利息 4,446,623 － －

③一般正味財産への振替額 △ 28,386,208 － －

　　一般正味財産への振替額 △ 28,386,208 － －

　　当期指定正味財産増減額 0 － －

　　指定正味財産期首残高 3,052,920,000 － －

  　指定正味財産期末残高 3,052,920,000 － －

Ⅲ　正味財産期末残高 4,120,347,916 － －

１０月１６日改正　内閣府公益認定等委員会）を適用したことにより、前事業年度からの数値の連続性が

確保できないことから、「公益法人会計基準の運用指針」（平成２０年４月１１日　平成２１年１０月１６日改正

内閣府公益認定等委員会）の経過措置に関する附則１により、前事業年度の数値については記載しない

こととした。

（単位：円）

科　　　　目

（注）一般財団法人への移行に伴い、当事業年度から「公益法人会計基準」（平成２０年４月１１日　平成２１年
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実施事業等会計

地域活性化事業

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

　（１）経常収益

①基本財産運用益 0 26,821,298 26,821,298

　　基本財産受取利息 0 26,821,298 26,821,298

②特定資産運用益 0 6,975,685 6,975,685

　　特定資産受取利息 0 6,975,685 6,975,685

③受取会費 0 235,870,000 235,870,000

　　会員受取会費 0 235,870,000 235,870,000

④受取助成金等 537,420,743 0 537,420,743

　　日本宝くじ協会助成金 32,880,743 0 32,880,743

　　全国市町村振興協会助成金 459,000,000 0 459,000,000

　　地域社会振興財団助成金 45,540,000 0 45,540,000

⑤受取負担金 9,244,136 3,942,000 13,186,136

　　研修会等負担金 862,000 0 862,000

　　協議会負担金 8,382,136 3,942,000 12,324,136

⑥雑収益 1,008,070 22,254 1,030,324

　　受取利息 0 20,004 20,004

　　雑収益 1,008,070 2,250 1,010,320

経常収益計 547,672,949 273,631,237 821,304,186

　（２）経常費用

①事業費 833,808,838 0 833,808,838

　　人件費 139,061,870 0 139,061,870

　　　役員報酬 27,320,649 0 27,320,649

　　　職員給与 83,074,068 0 83,074,068

　　　人材派遣給与費 7,428,377 0 7,428,377

　　　福利厚生費 16,409,556 0 16,409,556

　　　退職給付費用 4,829,220 0 4,829,220

　　会議費 4,072,460 0 4,072,460

　　　会議費 4,072,460 0 4,072,460

　　旅費交通費 21,252,489 0 21,252,489

　　　旅費交通費 21,252,489 0 21,252,489

　　事務所賃借料　　 63,035,901 0 63,035,901

　　　事務所賃借料 63,035,901 0 63,035,901

　　支払助成金 449,676,048 0 449,676,048

　　　支払助成金 449,676,048 0 449,676,048

　　地域活性化関連事業費 149,516,326 0 149,516,326

　　　通信運搬費 16,409,836 0 16,409,836

　　　光熱水料費 1,513,773 0 1,513,773

　　　消耗什器備品費 264,958 0 264,958

正 味 財 産 増 減 計 算 書 内 訳 表

平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日まで
（単位：円）

科　　　　目 法人会計 合計

5



実施事業等会計

地域活性化事業
科　　　　目 法人会計 合計

　　　消耗品費 7,608,205 0 7,608,205

　　　修繕費 85,050 0 85,050

　　　印刷製本費 29,997,059 0 29,997,059

　　　図書等購入費 2,476,771 0 2,476,771

　　　賃借料 15,402,006 0 15,402,006

　　　保険料 104,921 0 104,921

　　　火災保険料 18,772 0 18,772

　　　諸謝金 14,325,002 0 14,325,002

　　　委託費 56,741,452 0 56,741,452

　　　雑費 2,090,235 0 2,090,235

　　　減価償却費 2,478,286 0 2,478,286

　　租税公課 7,193,744 0 7,193,744

　　　租税公課 7,193,744 0 7,193,744

②管理費 0 40,303,011 40,303,011

　　人件費 0 21,830,428 21,830,428

　　　役員報酬 0 14,142,860 14,142,860

　　　職員給与 0 6,178,772 6,178,772

　　　人材派遣給与費 0 390,967 390,967

　　　福利厚生費 0 863,660 863,660

　　　退職給付費用 0 254,169 254,169

　　会議費 0 1,357,953 1,357,953

　　　会議費 0 1,357,953 1,357,953

　　旅費交通費 0 2,476,574 2,476,574

　　　旅費交通費 0 2,476,574 2,476,574

　　事務所賃借料　　 0 3,317,679 3,317,679

　　　事務所賃借料 0 3,317,679 3,317,679

　　事務費 0 10,848,124 10,848,124

　　　通信運搬費 0 341,829 341,829

　　　光熱水料費 0 73,040 73,040

　　　消耗什器備品費 0 8,200 8,200

　　　消耗品費 0 363,799 363,799

　　　印刷製本費 0 994,295 994,295

　　　図書等購入費 0 121,364 121,364

　　　賃借料 0 1,268,004 1,268,004

　　　保険料 0 3,597 3,597

　　　火災保険料 0 988 988

　　　諸謝金 0 4,423,750 4,423,750

　　　支払負担金 0 2,329,192 2,329,192

　　　委託費 0 485,438 485,438

　　　雑費 0 252,692 252,692

　　　渉外費 0 51,500 51,500

　　　減価償却費 0 130,436 130,436
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実施事業等会計

地域活性化事業
科　　　　目 法人会計 合計

　　租税公課 0 472,253 472,253

　　　租税公課 0 472,253 472,253

経常費用計 833,808,838 40,303,011 874,111,849

　評価損益等調整前当期経常増減額 △ 286,135,889 233,328,226 △ 52,807,663

 投資有価証券評価損益等 0 468,000 468,000

　　投資有価証券評価損益等 0 468,000 468,000

　評価損益等計 0 468,000 468,000

　　当期経常増減額 △ 286,135,889 233,796,226 △ 52,339,663

２．経常外増減の部

　（１）経常外費用

①固定資産除却損 401,810 21,148 422,958

　　什器備品除却損 401,810 21,148 422,958

②減損損失 0 708,000 708,000

　　電話加入権減損損失 0 708,000 708,000

経常外費用計 401,810 729,148 1,130,958

　　当期経常外増減額 △ 401,810 △ 729,148 △ 1,130,958

　　当期一般正味財産増減額 △ 286,537,699 233,067,078 △ 53,470,621

　　一般正味財産期首残高 0 1,120,898,537 1,120,898,537

  　一般正味財産期末残高 △ 286,537,699 1,353,965,615 1,067,427,916

Ⅱ　指定正味財産増減の部

①基本財産運用益 0 23,939,585 23,939,585

　　基本財産受取利息 0 23,939,585 23,939,585

②特定資産運用益 0 4,446,623 4,446,623

　　特定資産受取利息 0 4,446,623 4,446,623

③一般正味財産への振替額 0 △ 28,386,208 △ 28,386,208

　　一般正味財産への振替額 0 △ 28,386,208 △ 28,386,208

　　当期指定正味財産増減額 0 0 0

　　指定正味財産期首残高 0 3,052,920,000 3,052,920,000

  　指定正味財産期末残高 0 3,052,920,000 3,052,920,000

Ⅲ　正味財産期末残高 △ 286,537,699 4,406,885,615 4,120,347,916
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１． 重要な会計方針

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券…………償却原価法（定額法）によっている。

その他有価証券で市場価格のあるもの…………時価法によっている。

(2) 固定資産の減価償却の方法

建物附属設備及び什器備品……………定額法によっている。

(3) 引当金の計上基準

貸倒引当金……………未収金の貸倒に備え、回収不能額を個別に見積り、引当金として計上している。

退職給付引当金……………期末退職給与の自己都合要支給額に相当する金額を計上している。

(4) 消費税等の会計処理

 消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

２． 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

基本財産引当資産 2,745,780,000 0 0 2,745,780,000

2,745,780,000 0 0 2,745,780,000

特定資産

退職給付引当資産 56,976,453 5,083,389 12,691,400 49,368,442

国際交流引当資産 2,622,897 0 2,622,897 0

事業調整引当資産 672,999,000 100,000,000 158,900,000 614,099,000

研修交流基金 602,150,000 0 0 602,150,000

1,334,748,350 105,083,389 174,214,297 1,265,617,442

4,080,528,350 105,083,389 174,214,297 4,011,397,442

３． 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

当期末残高
（うち指定正味財産
からの充当額）

（うち一般正味財産
からの充当額）

（うち負債に対応す
る額）

基本財産

基本財産引当資産 2,745,780,000 (  　2,450,770,000） (　　　　295,010,000） －

2,745,780,000 (  　2,450,770,000） (　　　　295,010,000） －

特定資産

退職給付引当資産 49,368,442 (　　　　　　　　　　0） (　　　　　　　　　　　0） (　     49,368,442）

国際交流引当資産 0 (　　　　　　　　　　0） (　　　　　　　　　　　0） －

事業調整引当資産 614,099,000 (　　　　　　　　　　0） (　　 　　614,099,000） －

研修交流基金 602,150,000 (　　　602,150,000） (　　　　　　 　　　　　0） －

1,265,617,442 (　　　602,150,000） (　      614,099,000） (　     49,368,442）

4,011,397,442 ( 　3,052,920,000) (　      909,109,000） (　     49,368,442）

財務諸表に対する注記

科　 　目

小　　　計

小　　　計

合　　　計

合　　　計

科　 　目

小　　　計

小　　　計

当事業年度から「公益法人会計基準」（平成２０年４月１１日　平成２１年１０月１６日改正　内閣府公益認定等委員会）を採用している。
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４． 担保に供している資産

担保に供している資産はない。

５． 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

取 得 価 額 減価償却累計額 当期末残高

　建物附属設備 27,906,212 26,156,860 1,749,352

　什器備品 30,231,644 19,288,208 10,943,436

58,137,856 45,445,068 12,692,788

６. 保証債務等の偶発債務

保証債務等の偶発債務はない。

７. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

（単位：円）

帳簿価額 時　　価 評価損益

199,989,333 201,600,000 1,610,667

99,296,016 99,810,000 513,984

130,000,000 129,558,000 △ 442,000

199,930,233 207,420,000 7,489,767

87,000,000 87,390,021 390,021

139,000,000 139,590,472 590,472

60,185,565 62,372,580 2,187,015

9,069,820 9,443,169 373,349

129,979,200 130,848,510 869,310

3,999,676 4,110,372 110,696

99,959,583 102,292,900 2,333,317

308,875,112 316,085,061 7,209,949

221,340,166 224,947,140 3,606,974

99,739,732 99,740,300 568

100,000,000 98,670,800 △ 1,329,200

243,000,000 240,861,600 △ 2,138,400

300,000,000 301,230,000 1,230,000

99,992,666 100,453,000 460,334

117,991,346 118,501,382 510,036

999,963 1,004,274 4,311

337,727,665 346,834,000 9,106,335

2,988,076,076 3,022,763,581 34,687,505

８． 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

貸借対照表上

の記載区分

助成金

日本宝くじ協会助成金 (一財)日本宝くじ協会 － 32,880,743 32,880,743 － －

全国市町村振興協会助成金 (一財)全国市町村振興協会 － 459,000,000 459,000,000 － －

地域社会振興財団助成金 (公財)地域社会振興財団 － 45,540,000 45,540,000 － －

－ 537,420,743 537,420,743 － －

第３６０回大阪府公募公債（１０年）

第３６０回大阪府公募公債（１０年）

政府保証第３８回地方公共団体金融機構債券

利付国債１０年３３２回

埼玉県２５年１０回公募公債

当期減少額 当期末残高

合　　　　　　　　　　計

交付者補助金等の名称 前期末残高

政府保証第１９０回日本道路保有・債務返済機構債権

福岡県平成２５年度第３回２０年公募公債

大阪府公募公債３８１回

福岡市平成２３年度第７回公募公債（５年）

埼玉県平成２４年度第２回公募公債

科　　　目

合　　計

種類及び銘柄

当期増加額

合　　計

埼玉県平成２３年度第８回公募公債（５年）

第３５５回大阪府公募公債（１０年）

静岡県平成２２年第４回公募公債（５年）

北海道平成２２年第２回（５年）

大阪市平成２３年第６回公募公債

第３１７回利付国債

利付国債２０年６２回

神奈川県第３９回５年公募公債

兵庫県平成２１年度第３６回公募公債（５年）

千葉県平成２１年度第１３回公募公債（５年）

宮城県公募公債第５回２号（５年）
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９． 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

　 金　　　額

経常収益への振替額

基本財産受取利息振替額 23,939,585

特定資産受取利息振替額 4,446,623

28,386,208

１０． 関連当事者との取引の内容

関連当事者との取引はない。

１１． 重要な後発事象

重要な後発事象はない。

１２． 退職給付関係

(1) 採用している退職給付制度の概要

確定給付型の制度として退職一時金制度を設けている。

（２） 退職給付債務及びその内訳

（単位：円）

① 退職給付債務 49,368,442

② 退職給付引当金（①） 49,368,442

（３） 退職給付費用に関する事項

（単位：円）

① 勤務費用 5,083,389

② 退職給付費用（①） 5,083,389

（４） 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付債務の計算に当たっては、退職一時金制度に基づく期末要支給額を基礎として計算している。

１３． 実施事業資産

実施事業資産は、次のとおりである。

（単位：円）

当年度

1,661,884

10,396,264

12,058,148

什器備品

合　　計

科　　目

建物付属設備

内　　容

合　　計
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附属明細書

１．基本財産及び特定資産の明細

（単位：円）

区　　分 資産の種類 期首帳簿価額 当期増加額 当期減少額 期末帳簿価額

基本財産

基本財産引当資産 2,745,780,000 0 0 2,745,780,000

基本財産計 2,745,780,000 0 0 2,745,780,000

特定資産

退職給付引当資産 56,976,453 5,083,389 12,691,400 49,368,442

国際交流引当資産 2,622,897 0 2,622,897 0

事業調整引当資産 672,999,000 100,000,000 158,900,000 614,099,000

研修交流基金 602,150,000 0 0 602,150,000

特定資産計 1,334,748,350 105,083,389 174,214,297 1,265,617,442

２．引当金の明細

（単位：円）

目的使用 その他

退職給付引当金 56,976,453 5,083,389 12,691,400 0 49,368,442

期末残高

　　　であり、当期増加額１００，０００，０００円は一時取り崩しの戻入である。

（注）事業調整引当資産の当期減少額１５８，９００，０００円は、当事業年度の事業費の支出に充てるための一時取り崩し

科　　目 期首残高 当期増加額
当期減少額
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